
◆R2.7.31開催「令和２年度防府市地域福祉推進協議会 第１回会議」での意見

質問数
計画実施目標

計画
ページ 意見 回答

対応計画
ページ

➀ 70歳以上の運転免許を持たない人には、
運賃助成があるが、65歳の要支援の人へ
は免許の有無に関係なく制度がない。移動
することが難しい人が目的地まで移動する
ための助成について考えて欲しい。

「高齢者等バス・タクシー運賃助成制
度」では、65歳以上で運転免許を全て
自主返納された人や70歳以上で運転免
許を持っていない人等要件に該当する
人に対し、路線バス・タクシー運賃の
一部を助成しています。
　また、玉祖地区や切畑地区ではデマ
ンドタクシーを運行しています。こう
した御意見を参考にさせていただきま
す。

②

Ⅰ1(3)ユニ
バーサルデザ
インとバリア
フリーの普及
啓発

P38

・アンケート結果「交通機関が不便、買い
物が不便、道路が整備されていない」につ
いて、対応できるような計画とすべき。
・水平のバリアフリーとなるように施設ま
での距離の問題への不満を解消することを
記載すべき。
例:高齢者の近くに出向くような相談やイ
ベント

・アンケートの質問は、こども、高齢
者、障害者に対して「暮らしやすいま
ち」であるかを聞いているもので、約
８割の人が概ね「暮らしやすいまち」
と答えられています。
　ただ、そう思われてない人で、「交
通機関が不便、買い物が不便、道路が
整備されていない」と思っている人の
割合が高くなっているいうことはあり
ます。

・高齢者など遠くまで移動することが
難しい人のために玉祖地区などでは
「幸せますデイステーション『わくわ
くプラザ』」で「高齢者なんでも出張
相談会」を開催しています。
　こうした取組は、御意見のとおり
「水平のバリアフリー」という側面も
考えられますが、本計画へ記載するこ
とは考えていません。公民館等では、
これまでも日常的な対応はしていま
す。

③ 地域福祉において、「ひとづくり」が一番
の問題。
担い手の育成、人材発掘をどういったかた
ちでしていくか。

ひとづくりはP34の「福祉意識の醸
成」、P40の「福祉の人材育成の推
進」、P45の「ボランティア養成と活
動の推進」に記載しています。

P34
P40
P45

④ 「外国人の福祉」に関することを計画に盛
り込むべき。

P34の「Ⅰ1(1)福祉教育の推進」で記
載しています。

P34

⑤ 「子ども食堂」に関することを計画に盛り
込むべき。

P54,P55の「Ⅱ2(1)交流の拠点づく
り」で記載しています。

P54
P55

⑥

Ⅲ2(1)情報提
供の充実

P84

防府市社会福祉協議会のホームページが非
常に見づらい。

P84の実施目標（１）情報提供の充実
に、「見やすいわかりやすいホーム
ページの掲載に努め、」と記載してい
ます。

P84

⑦

Ⅰ1(3)ユニ
バーサルデザ
インとバリア
フリーの普及
啓発

P38

・アンケート結果では「8割の人が地域福
祉計画を知らない」となっており、この計
画が市民の身近なものになっていない。実
施目標をもっと市民に身近なものにすべ
き。
・例えばバリアフリーを市内でどうやって
進めていくか。市民に身近な実施目標とす
る。

第二次の実施目標計画に追加し、
P39の実施目標計画（3）では、「公共
施設・設備のバリアフリー化やユニ
バーサルデザイン化の推進」と、
ヘルプマークやサポートマーク、「山
口県障害者等専用駐車場利用証制度」
の普及促進に取り組むことを実施目標
にしています。

P39
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・包括的支援体制の言葉の整理が必要で、
内容的には「包括的相談支援体制」であ
る。制度設計として計画に書いていくとこ
ろの検討が必要。

・総合相談としてのワンストップサービス
の在り方。生活困窮と社協、行政を横にさ
すような総合的な相談窓口。庁舎の建て替
えにあわせた検討が必要。

・専門職配置と多機関協働をどうするの
か。

・「相談支援包括化推進員」配置等の検
討。機関をつなぐ役割をどうするのか。

⑨ 社会福祉法の改正の記載。それによる追加
項目の整理したものの掲載

計画書の「資料編」に追加して記載す
る予定です。

作成中

⑩ 外出するのが難しい方に対するコミュニ
ティバスの運営の検討。

①と同じ

＜以下は、文書でいただいた意見＞

⑪ 県の地域福祉推進支援計画にある住民が主
体的に介護予防などの活動を行う「通いの
場」の事項を追加すべきではないか。

P54の「Ⅱ2(1)交流の拠点づくり」で
記載しています。

P54

⑬ ふるさと納税に関しても盛り込むべき。 本事業を推進するためにふるさと納税
の指定寄附を行なうことについては、
事業建てや制度設計を検討する必要が
あるため、今後担当部署と調整協議し
ていくようになると考えます。

⑭ 市の実施目標として、「赤い羽根共同募
金」の配分の記載は権限がないので不要で
は。

削除しました。

⑮ 社協の財源についての記載は、P81以外
にも、P36「福祉活動への参加促進、
P52「既存の制度や人材・団体等の活
用」にも記載されいるが、P81に集約し
てはどうか。

P36は「地域福祉活動を推進してい
く」ための寄附。
P52は既存の制度や人材・団体等を活
用した」寄附。
P81は「社会福祉協議会が基盤強化を
図り、地域づくりを推進する」ための
寄附それぞれの実施目標への対応する
目標であるため、それぞれ記載してい
ます。

P36
P52
P81

⑯ 共同募金の記載については、国資料にある
「テーマ型募金」に取り組むのか？

　P57の「Ⅱ3(1)包括的支援体制の構
築」には、「令和６年予定の新庁舎建
設に向けて、福祉分野の関係各課と市
社協が一体となった総合相談窓口の設
置するなど、断らない相談支援体制の
構築を図ります。」と記載している。
　また、P58には「複合化・複雑化し
た課題等に寄り添い的確に対応するた
め、各制度ごとの相談支援機関の総合
的なコーディネート等を行なう「相談
支援包括化推進員」の配置に努め
る。」と記載している。P63にも記
載。
　P67の実施目標計画の（１）には
「総合的な相談支援体制づくりに向け
た調整と整備」を実施目標にしていま
す。
　このように、包括的支援体制の構築
に取り組んでいくことを記載していま
す

P57
～67

Ⅲ1(1)社会福
祉協議会の基

盤強化

P36
～
81

P57

⑧

Ⅱ3(1)包括的
支援体制の構
築
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